
   各務原市多子世帯病児・病後児保育利用料無料化事業補助金交付要綱 

                        （平成２８年３月３１日決裁） 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、病児・病後児保育事業を利用する多子世帯の経済的負担を軽減

するため、多子世帯病児・病後児保育利用料無料化事業補助金（以下「補助金」と

いう。）の交付に関し、各務原市補助金交付規則（昭和３８年規則第３４号。以下

「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

（１）児童 １８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある者をいう。 

（２）多子世帯 ３人以上の児童を現に扶養する世帯をいう。 

（３）病児・病後児保育事業 各務原市病児・病後児保育事業実施要綱（平成２４年

４月１日決裁。次条第１号及び第４条第１号において「実施要綱」という。）の

規定により市が実施する事業をいう。 

（４）実施施設 病児・病後児保育事業を行う施設をいう。 

（５）広域利用をする者 市内に住所を有し、かつ、多子世帯に属する児童の保護者

で、市が病児・病後児保育事業実施施設の広域利用に関する協定を締結した他の

市町村（第４条第２号において「協定市町村」という。）の実施施設において病

児・病後児保育事業を利用するものをいう。 

 （補助対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者は、次に掲げる者とする。 

（１）実施要綱第１０条第３項の規定により同条第１項の費用を徴収しない市内の実

施施設（以下「市内の実施施設」という。） 

（２）広域利用をする者。ただし、第５条第２項の規定による申請をする時点におい

て、当該広域利用をする者又は当該広域利用をする者と同一の世帯員が市税を滞

納しているときは、補助金の交付を受けることができない。 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、次の各号に掲げる者の区分に応じ、当該各号に定める額とす

る。 

（１）市内の実施施設 実施要綱第１０条第３項の規定により徴収しなかった同条第



１項の費用の全額 

（２）広域利用をする者 協定市町村の実施施設に支払った病児・病後児保育事業の

利用料（飲食物に係る費用及び消耗品の購入に係る費用を除く。次条第２項にお

いて「利用料」という。）の全額 

（申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする市内の実施施設は、多子世帯病児・病後児保

育利用料無料化事業補助金交付申請書（様式第１号）に必要な書類を添えて、市長

が指定する期日までに提出しなければならない。 

２ 補助金の交付を受けようとする広域利用をする者は、多子世帯病児・病後児保育

事業実施施設の広域利用による利用料無料化事業補助金交付申請書（様式第１号の

２）に利用料に係る領収書を添えて、次の各号に掲げるいずれかの期間内に市長に

提出しなければならない。 

（１）病児・病後児保育事業を利用した日から当該利用日の属する年度の１月末日ま

 で 

（２）病児・病後児保育事業を利用した日の属する年度の翌年度の４月１日から１月

末日まで 

 （決定の通知） 

第６条 市長は、前条の規定による申請があったときは、速やかにその内容を審査し、

交付の可否を決定し、多子世帯病児・病後児保育利用料無料化事業補助金交付・不

交付決定通知書（様式第２号）により当該申請をした者にその旨を通知するものと

する。 

（実績報告） 

第７条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた市内の実施施設は、多子世帯

病児・病後児保育利用料無料化事業実績報告書（様式第３号）に必要な書類を添え

て、市長が指定する日までに提出しなければならない。 

（補助金交付請求書） 

第８条 規則第１３条の規定により補助金の額の確定通知を受けた市内の実施施設は、

速やかに多子世帯病児・病後児保育利用料無料化事業補助金交付請求書（様式第４

号）を市長に提出しなければならない。 

２ 第６条の規定により補助金の交付の決定を受けた広域利用をする者は、多子世帯

病児・病後児保育利用料無料化事業補助金交付請求書を当該決定を受けた日の属す



る年度の２月末日までに市長に提出しなければならない。 

 （手続の省略） 

第９条 第６条の規定により補助金の交付の決定を受けた広域利用をする者について

は、規則第１９条の規定により、規則第１１条の規定による補助事業の実施報告及

び規則第１３条の規定による補助金の額の確定は、省略するものとする。 

 （その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年３月３１日決裁） 

１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

２ 改正後の各務原市多子世帯病児・病後児保育利用料無料化事業補助金交付要綱の

規定は、この要綱の施行の日以後に病児・病後児保育事業を利用するものから適用

する。 

附 則（平成３０年３月７日決裁） 

１ この要綱は、平成３０年４月１日から施行し、改正後の各務原市多子世帯病児・

病後児保育利用料無料化事業補助金交付要綱の規定は、この要綱の施行の日以後の

利用に係る補助金から適用する。 

２ この要綱の施行の際現に存する改正前の各務原市多子世帯病児・病後児保育利用

料無料化事業補助金交付要綱の規定により作成されている用紙は、この要綱の施行

の日以後においても、当分の間使用することができる。 

   附 則（令和４年４月１日決裁） 

１ この要綱は、決裁の日から施行する。 

２ 改正後の第８条第２項の規定は、この要綱の施行の日以後に多子世帯病児・病後

児保育利用料無料化事業補助金の交付の決定通知を受けたものについて適用する。 

   附 則（令和７年４月１日決裁） 

１ この要綱は、決裁の日から施行する。 

２ 改正後の第５条第２項の規定は、令和６年度以後に利用した病児・病後児保育事

業に係る多子世帯病児・病後児保育利用料無料化事業補助金（以下「補助金」とい

う。）について適用する。 

３ 改正後の第８条第２項の規定は、この要綱の施行の日以後に交付の決定を受けた



補助金について適用し、同日前までに交付の決定を受けた補助金については、なお

従前の例による。 

 



様式第１号（第５条関係） 

 

多子世帯病児・病後児保育利用料無料化事業補助金交付申請書 

 

  年   月   日  

 

（宛先）各務原市長     

実施施設名 

 

所在地 

 

代表者                    

 

 

各務原市多子世帯病児・病後児保育利用料無料化事業補助金交付要綱第５条第１項の規

定により、関係書類を添えて下記のとおり申請します。 

 

 

記 

 

１ 交付申請額               円 

 

２ 算 出 根 拠   

（１）各務原市病児・病後児保育事業実施要綱（平成２４年４月１日決裁）第１０条第１

項の費用（次号において「費用」という。）             円（Ａ） 

 

（２）    年度において各務原市病児・病後児保育事業実施要綱第１０条第３項の規

定により費用を徴収しない児童の延べ人数（見込み）           人（Ｂ） 

 

（３）交付申請額＝（Ａ）×（Ｂ） 

        ＝             円 

 

 



様式第１号の２（第５条関係） 

 

多子世帯病児・病後児保育事業実施施設の広域利用による 

利用料無料化事業補助金交付申請書 

 

  年   月   日  

 

（宛先）各務原市長     

 

住 所 

 

利用者（保護者）氏名                

 

電 話 

 

各務原市多子世帯病児・病後児保育利用料無料化事業補助金交付要綱第５条第２項の規

定により、下記のとおり申請します。なお、市が市税の納付状況（同一世帯を含む。）に

ついて、閲覧・調査・確認することに同意します。 

 

記 

 

１ 交付申請額                   円 

 

２ 児童の氏名等 

児童氏名 生年月日 利用日 

   

   

   

   

   

  （利用の有無にかかわらず、扶養する全ての児童について記入すること。） 

 

３ 添付書類  病児・病後児保育利用料領収書 

 



様式第２号（第６条関係） 
 

  第   号 
年  月  日 

 
 
            様 
 
 

各務原市長           印 
 
 
 

多子世帯病児・病後児保育利用料無料化事業補助金交付・不交付決定通知書 
 
 
 
     年  月  日付で申請のあった多子世帯病児・病後児保育利用料無料化事

業補助金については、次のとおり決定したので、各務原市多子世帯病児・病後児保育利

用料無料化事業補助金交付要綱第６条の規定により通知します。 
 

交 付 ・ 不 交 付 の 別 交   付 ・ 不 交 付 

交 付 決 定 額              円 

不 交 付 の 場 合 の 理 由  

備 考  

 



様式第３号（第７条関係） 

 

多子世帯病児・病後児保育利用料無料化事業実績報告書 

 

  年   月   日  

 

（宛先）各務原市長     

実施施設名                 

 

所 在 地                 

 

代 表 者                     

 

 

各務原市多子世帯病児・病後児保育利用料無料化事業補助金交付要綱第７条の規定によ

り、下記のとおり関係書類を添付して実績報告をします。 

 

 

記 

 

１ 実績報告額               円 

（交付決定額               円） 

 

２ 算出根拠 

（１）各務原市病児・病後児保育事業実施要綱（平成２４年４月１日決裁）第１０条第１

項の費用（次号において「費用」という。）             円（Ａ） 

 

（２）    年度において各務原市病児・病後児保育事業実施要綱第１０条第３項の規

定により費用を徴収しなかった児童の延べ人数            人（Ｂ） 

 

（３）実績報告額＝（Ａ）×（Ｂ） 

        ＝             円 

 

 



様式第４号（第８条関係） 

  年  月  日  

（宛先）各務原市長  

 

住 所               

請求者                   

氏 名               

 

               

 

多子世帯病児・病後児保育利用料無料化事業補助金交付請求書 

 

年  月  日付    第   号 にて交付の決定を受けた多子世帯

病児・病後児保育利用料無料化事業補助金について、各務原市多子世帯病児・病後児

保育利用料無料化事業補助金交付要綱第８条の規定により次のとおり請求します。 

 

 

金         円也 

 

 

振 込 先（請求者の口座に限る。） 

 

 

 

振込先金融機関 

     銀  行          本 店 

  信用金庫          支 店 

  農  協          出張所 

預 金 種 目 普通・当座 口座番号        

口座名義人（カ

ナ） 
 


